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① 都道府県指定洪水予報河川の洪水予報の高度化 【水防法・気象業務法】

● 気象業務法及び水防法の一部を改正する法律案

背景・必要性

法案の概要

国・都道府県による予報の高度化
 ― 国民の防災活動に資する「防災気象情報」の提供 ―

洪水

津波② 火山現象に伴う津波の予報・警報の実施 【気象業務法】

○ 気象庁が実施する業務に「火山現象に密接に関連する陸水及び海洋の諸現象」を追加
し、火山現象に伴う津波の予報・警報を適確に実施。

○ 自然災害の頻発・激甚化や過去に例のない災害の
発生を踏まえ、防災対応のための国や都道府県が行う
予報・警報の高度化が求められている。

○ これらのニーズに対応する最新の技術進展（※）を踏まえ、自治体や住民、事業者等における様々な防災対応が
より適確に実施されるよう、官民それぞれにおいて、予報の高度化・充実を図る必要がある。

（※）国指定河川の洪水予報では本川・支川一体予測を可能とする技術が、民間ではコンピュータシミュレーションによる予測技術等が進展。

○ 加えて、洪水等に対する民間の事業継続等のため、

国等が行う予報を補完する局所的な予報（個々の事業者

等に向けた予報）のニーズも高まっている。

過去に例のない海外の火山噴火に伴い、
津波が発生し船舶が転覆（令和４年１月）

○ 国土交通大臣は、都道府県知事の求めに応じ、国指定河川の水位を予測する過程で
取得した都道府県指定河川の予測水位情報を提供（※） 。
（※） 気象業務法の予警報制限を適用除外

○ 都道府県知事と気象庁は、当該情報を踏まえ、共同して洪水予報を実施。
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